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 資料 ６ 

平成３０年７月１７日 

公民館運営審議会議資料 

 

【中央公民館等の更新及び小川駅西口再開発事業の公共床等取得について】 

 

＜中央公民館に関する更新等について＞ 

 

１ 背景及び位置づけ 

  平成２７年２月に「小平市公共施設白書」を発行し、同年１２月に「小平市公共施設マネジメント

基本方針」を策定した。白書で示した将来的な大きな３つの課題（「人口減少・少子高齢化」、「財政

バランスの悪化」、「施設の老朽化・更新時期の集中」）に対応するため、基本方針では市制施行１０

０周年を迎える平成７４年度を見据え、「いつまでもわくわくする場をみんなで創ろう」という基本

理念と４つの方針（「魅力あるサービスの実現」、「持続可能な施設総量」、「コストの縮減と平準化」、

「長く活用できる施設」）を定めた。 

また、基本方針に沿った取組の推進に向けた方策を示した「小平市公共施設マネジメント推進計画」

（平成２９年３月策定）では、すでに目標耐用年数を迎えた施設、または計画期間中に目標耐用年数

を迎える施設の更新等に向けた「基本的な検討手順」を示している。 

この「基本的な検討手順」に沿い、中央公民館、健康福祉事務センター及び民具庫に関する更新等

の適否の判断をする。 
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２ 中央公民館の更新等の適否の判断 

   中央公民館は、建築当初は本庁舎として、１９６４年（昭和３９年）に建築された。現在の本庁

舎が建築された後は、中央公民館として社会教育施設の機能を活かしたサービスを提供している。 

   近年では、平成２９年度に耐震基準に適合させるため、耐震補強工事を実施したが、建築から５

４年が経過し、施設の老朽化が進んでいる状況である。 

   社会教育の中心的な施設として市民へ各種学級・講座等を提供し、市民一人ひとりが、より豊か

で充実した生活を営むうえで必要な生涯学習社会の実現に資するために設置されている。中央公民

館は、１１館ある公民館の中では利用率が最も高く、生涯学習の拠点として、全ての公民館の中枢

的な役割を担っている。 

   市全域からの市民の利用を前提とした施設で、公民館の中枢的な役割を担う機能を継続する必要

があり、また老朽化が進んでいる状況であることから、「更新等を行う」ものとする。 

 

３ 基本計画策定に向けて 

「更新等を行う」とした中央公民館及び健康福祉事務センターについては、「基本的な検討手順」

に基づき基本計画策定方針を作成し、両施設は近隣施設であることから、建て替えに際しては複合化

していくことを検討する。また、老朽化の進む福祉会館をはじめ、その他の施設の複合化や機能移転

の可能性も合わせて検討していく。 

複合化などにより、共用部分などの面積及び機能が整理され、公共施設マネジメント基本方針で掲

げた「持続可能な施設総量」等の推進が期待できる。 

  

 

＜小川駅西口地区市街地再開発事業に関する公共床等取得について＞ 

 

１ 取得検討に際しての観点 

小川駅西口地区では、組合施行による再開発事業が進められており、市としても小川駅前周辺

地区まちづくりビジョン（平成26年2月策定）の実現に向けて積極的に再開発事業の推進を図る

ための支援を行っている。 

現在の事業計画（案）では、複合施設となる施設建築物のほか、空地（オープンスペース）や

地区外商店街への回遊性を重視した貫通通路を設けるなど、小川駅周辺のにぎわいの創出を目指

したものとなっている。 

 

（１）まちづくりの観点 

都市計画マスタープランでは、小川駅を「鉄道駅中心拠点」として位置づけており、「一定

の拠点性を有する駅であり」、「さらなる都市機能の充実・強化」を図る場所となっている。 

駅西側の特徴的な資源等としては、多くの福祉施設や公共公益施設などの立地が挙げられ、

今後の拠点のあり方として、「駅西口は国や民間施設などとの連携による「福祉のまち」とし

て発展するとともに、駅西口地区市街地再開発事業による都市機能の集積や交通結節機能の充

実により、にぎわいあふれる拠点」となるとしている。 

 

（２）公共施設マネジメントの観点 

当該立地は駅に極めて近接することから、市民の利便性を高め、多くの人々が集い、交流し、

活動が活性化する場をつくることが期待できる。また、老朽化の進む市内公共施設の諸機能の

再配置を検討するに当たり、小川駅西口は、公共施設の集積の核のひとつとして好適といえる。 
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これらのことは、公共施設マネジメント基本方針の基本理念や４つの方針の趣旨に合致する。 

 

２ 取得する施設 

  １の観点を踏まえ、以下の施設を取得し、小川駅前周辺地区まちづくりビジョンを踏まえたま

ちづくりを推進する。 

（１）市民広場用地 

   再開発区域の北西側、約1,000㎡ 

（２）公共床 

  再開発施設建築物のうち最大で1.5フロア（4・5階）、約3,450㎡ 

 

３ 公共施設整備のねらいと方向性 

（１）にぎわいの創出と利便性の向上 

市民広場及び公共床を活用した施設整備は、駅隣接の利便性及び再開発ビル（商業施設）の

集客性を最大限に活かすことができる。 

再開発事業においても、貫通通路と市民広場が連絡することで、駅及び公共施設利用者が、

再開発エリア北側の商店街にも回遊し、再開発で生み出されるにぎわいを補完して、さらなる

駅前のにぎわいが創出されることが期待できる。 

さらに、バリアフリーやユニバーサルデザインに配慮した新たな施設整備により、駅西口の

福祉施設や公共公益施設利用者も含め、多様な世代がつどい、憩い、交流することのできる場

を創出し、地域活性化に寄与することが期待できる。 

また、公共床の取得により、施設建築物の高さを抑えることが可能となり、小川駅周辺の景

観に寄与することができる。 

（２）中央公民館・健康福祉事務センター・福祉会館等と関連した検討 

公共床に整備する施設は、小川駅の近隣地域に所在する西部市民センター・小平元気村おが

わ東のほか、平成３０～３１年度に策定予定の「（仮称）中央公民館及び健康福祉事務センタ

ーの更新等に関する基本計画」の関連施設である中央公民館・健康福祉事務センター・福祉会

館なども含め、既存の公共施設の機能移転、再配置、複合化等を行う。 

これらの諸施設の整備に当たっては、行政機能の向上を図るとともに、将来的なニーズを意

識しながら、量の豊かさから質の豊かさへの転換に向けた次の世代の公共施設づくりの標準と

なるよう、運用を含めた検討を行っていく。 

 

４ 取得時期 

  市民広場：平成３２年３月頃予定（権利変換計画認可後） 

 公 共 床：平成３５年３月頃予定（建物竣工時） 

 

５ 取得費用の見込み 

  約３０億円（現時点での試算による概算） 

（内訳）市民広場：約 ５億円 

公共床 ：約２５億円 

 

６ 今後の進め方 

市民広場の活用方法及び公共床に整備する機能については、地域活性化の視点を持ちつつ一体

的に検討し、公共施設マネジメント推進計画に基づき、地域代表者等との意見交換を踏まえて進

める。  
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【中央公民館等の施設概要】 

１ 中央公民館 

所在地 小平市小川町二丁目１３２５番地 

用途地域（建ぺい率・容積率） 第二種住居地域（６０％・２００％） 

土地面積 ８，２３０．５５㎡（中央図書館と合算） 

土地の所有形態 市有地 

建築年または改築年 １９６４年（昭和３９年） 

構造 鉄筋コンクリート造 

建築面積（建ぺい率） ３，８７７．３５㎡（４７．１０％）（中央図書館と合算） 

延床面積（容積率） ４，２２２．８６㎡（５１．３０％） 

階層 地上２階、地下１階 

構成（部屋名） 交流ロビー、ギャラリー、講座室、学習室、実習室等 

経過年数、目標耐用年数（到来年） ５５年経過、６０年（２０２３年） 

現行耐震基準 適合 

属するサービス等 中央公民館 

 

２ 健康福祉事務センター 

所在地 小平市小川町二丁目１３３３番地 

用途地域（建ぺい率・容積率） 第二種住居地域（６０％・２００％） 

土地面積 ２，９２４．８１㎡ 

土地の所有形態 市有地 

建築年または改築年 １９６６年（昭和４１年） 

構造 鉄筋コンクリート造 

建築面積（建ぺい率） １，０３９．０３㎡（３５．５２％） 

延床面積（容積率） １，６２３．８８㎡（５５．５２％） 

階層 地上２階 

構成（部屋名） 事務室、会議室、介護認定審査会室、相談室等 

経過年数、目標耐用年数（到来年） ５３年経過、６０年（２０２５年） 

現行耐震基準 適合 

属するサービス等 
健康福祉事務センター、地域包括支援センター（中央センタ

ー） 

 

３ 福祉会館 

所在地 小平市学園東町一丁目１９番１３号 

用途地域（建ぺい率・容積率） 第二種住居地域（６０％・２００％） 

土地面積 ６，４３４．７３㎡ 

土地の所有形態 市有地 

建築年または改築年 １９７１年（昭和４６年） 

構造 鉄筋コンクリート造 

建築面積（建ぺい率） ８６５．３３㎡（１３．４４％） 

延床面積（容積率） ４，４５４．２５㎡（６９．２２％） 

階層 地上５階、地下１階 

構成（部屋名） ロビー、ホール、集会室、事務室、デイサービスセンター等 

経過年数、目標耐用年数（到来年） ４８年経過、６０年（２０３０年） 

現行耐震基準 適合 

属するサービス等 

福祉会館、子育て・女性相談室、小平市歯科医師会、社会福

祉協議会、こだいらボランティアセンター、権利擁護センタ

ーこだいら、障がい者地域自立生活支援センターひびき、や

さしい手、小平就職情報室 

 

参考資料 
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４ 西部市民センター 

所在地 小平市小川西町四丁目１０番１３号 

用途地域（建ぺい率・容積率） 第一種中高層住居専用地域（６０％・２００％） 

土地面積 ２，５００．００㎡ 

土地の所有形態 市有地 

建築年または改築年 １９８０年（昭和５５年） 

構造 鉄筋コンクリート造 

建築面積（建ぺい率） １，０９７．１６㎡（４３．８８％） 

延床面積（容積率） ２，０３２．５７㎡（８１．３０％） 

階層 地上２階 

構成（部屋名） 
市役所出張所、（公民館）ホール、講座室、和室、 

（図書館）図書室、事務室等 

経過年数、目標耐用年数（到来年） ３９年経過、６０年（２０３９年） 

現行耐震基準 適合 

属するサービス等 西部出張所、小川西町公民館、小川西町図書館 

 

５ 小平元気村おがわ東 

所在地 小平市小川東町四丁目２番１号 

用途地域（建ぺい率・容積率） 第一種中高層住居専用地域（６０％・２００％） 

土地面積 １１，６０８．４５㎡（屋内施設敷地含む） 

土地の所有形態 市有地 

建築年または改築年 １９７２年（昭和４７年） 

構造 鉄筋コンクリート造 

建築面積（建ぺい率） ２，３４４．９３㎡（２０．２０％） 

延床面積（容積率） ３，３０１．５３㎡（２８．４４％） 

階層 地上３階 

構成（部屋名） 市民活動支援センター等 

経過年数、目標耐用年数（到来年） ４７年経過、６０年（２０３１年） 

現行耐震基準 適合 

属するサービス等 

小平元気村おがわ東、市民活動支援センターあすぴあ、ファ

ミリー・サポート・センター、子ども家庭支援センター、男

女共同参画センターひらく、教育相談室、教育支援室「あゆ

み教室」、シルバー人材センター、地域生活支援センターあ

さやけ、障害者支援施設おだまき 

 

 

 

 

 

※掲載の情報は、公共施設データ集より編集 


